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会社法における会計情報開示の拡充 
－株主資本等変動計算書の役割を中心に－ 
 
杉 山 晶 子 
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序論 
会社法は平成 17 年６月に成立し、平成 18 年４月期から施行されている。会社法の役割は、「法律
によって、会社をめぐるいろいろな利害関係を調整し、法律関係を円滑に処理しようとする」こと
にあるとされる（弥永［2007］p.1）。そのための制度上の一環として、会社法においては会計情報
の開示の充実が図られている。 
剰余金の配当に関していうならば、情報開示に関する規制が強化される一方で、配当に関する規
制は大幅に緩和された。すなわち、新たに導入された株主資本等変動計算書において純資産項目の
計数の変動が開示される一方で、配当の時期や回数は会社の任意とされ、財源についても繰越利益
剰余金をベースとするとともに株主払込資本を原資とすることが可能となるなど大幅な柔軟化が図
られた。情報開示規制と配当財源規制は、その意図するところが乖離しているとも解されるし、あ
るいは相互に補完し合うかたちで利害関係を調整しているとも解される。 
 本稿における研究目的は、計算書類のひとつとして作成が義務づけられることとなった株主資本
等変動計算書が、株主、債権者をはじめとする利害関係者にとって有益な情報となることを明らか
にすることである。そのためのアプローチとして、研究目的を理論的に考察し、その根拠を実証的
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に検証していくこととする。まず、理論的考察によって、株主資本等変動書が主要な計算書類の１
つとして位置づけられる論拠を明らかにする。そして、その論拠を実証的に考察するために、事例
研究として芝浦メカトロニクス株式会社が公表した株主資本等変動計算書を取り上げるとともに、
アンケート調査およびヒアリング調査結果を分析する。これをもって、理論的考察の結果を立証す
ることとする。 
 
1. 会社法における会計斟酌規定 
1-1. ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣の意味するもの 
 会社法 431 条は、同法における企業会計の位置づけについて｢株式会社の会計は、一般に公正妥当
と認められる企業会計の慣行に従うものとする｣と定めた。また、会社計算規則 3 条は、同規則にお
ける企業会計の位置づけについて「この省令の用語の解釈及び規定の適用に関しては、一般に公正
妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌しなければならない」と定めた。
すなわち、会社法に基づく会計処理については、｢一般に公正妥当と認められる企業会計の基準｣を
含む｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣に従って実施されることになる。  
  これは、会社法やその委任を受けた法務省令に含まれる計算規定は必ずしも網羅的ではないこと、
会社法の趣旨に反しないかぎり、実務を尊重すべきであることによる（弥永［2007］p.460）もので
ある。また、上記の会社計算規則の文言から、「一般に公正妥当と認められる企業会計の基準」は「一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」の１つとして明示的に認めている（弥永［2007］p.461）
とされる。 
  「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」の意味するところは、具体的には、企業会計審
議会が公表した企業会計の基準、企業会計基準委員会が開発した企業会計の基準や適用指針、企業
会計審議会の会計基準による委任を受けて日本公認会計士協会が公表した実務指針などが挙げられ
る（弥永［2006］p.27）。また、会計慣習として定着しているけれども、未だ成文化されていないも
のが「その他の企業会計の慣行」である。例えば、日本公認会計士協会、日本税理士会連合会、企
業会計基準委員会および日本商工会議所が公表している『中小企業の会計に関する指針』（平成 17
年８月３日）は、一定の範囲の株式会社にとっては会社法における｢一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行｣に該当することになるものと解される（相澤=岩崎［2005］p.27 も参照）。 
 
1-2. ｢一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣の位置づけ 
平成 17 年改正前商法（以下、旧商法と略する）32 条②は、会計慣行の尊重について｢商業帳簿ノ
作成ニ関スル規定ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ斟酌スベシ｣と定めている。すなわち、「公正ナル会
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計慣行」は、旧商法の規定にないところを補充するものであった。これに対して、会社法における｢一
般に公正妥当と認められる企業会計の慣行｣は、株式会社の会計処理手続にさいして従うべき拠所と
なるものと解される。このことは、会社法において「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」
の位置づけがより高められたことを示すものといえる。したがって、会社法における「一般に公正
妥当と認められる企業会計の慣行」の中核をなす「企業会計の基準」は、会社法会計の計算規定を
構成するものとなることを意味する。 
なお、会社計算規則は、企業会計の慣行の範囲内で定められていることにすぎないことを前提と
して、それらの規定を適用するに当たっては、形式的に適用するのではなく、企業会計の慣行を斟
酌して解釈し、適用すべきであることを規定しているものである（相澤=郡谷=和久［2006］p.13）。 
株主資本等変動計算書については、会社法 435 条②の規定により、計算書類のひとつとして作成・
開示することが義務づけられている。当該計算書の作成については、企業会計基準委員会より企業
会計基準第６号『株主資本等変動計算書に関する会計基準』、および企業会計基準適用指針第９号『株
主資本等変動計算書の会計基準に関する適用指針』が公表されている。したがって、株主資本等変
動計算書の作成については、これらが「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」にあたると
解される。  
 
2. 情報開示の改正点 
2-1. 株主資本等変動計算書の役割 
株式会社は、法務省令で定めることにより、各事業年度に係る計算書類として「貸借対照表、損
益計算書その他株式会社の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして法務省令で
定めるもの」を作成しなければならない（会社法 435 条②）。「法務省令で定めるもの」として、株
主資本等変動計算書および個別注記表が作成されることになる（会社計算規則 91 条①）。 
ここでは、会社法の改正における会計情報開示の拡充を背景として、とりわけ株主資本等変動計
算書について検討する。株主資本等変動計算書（持分会社の場合は社員資本等変動計算書）は、貸
借対照表の「純資産の部」の一会計期間における変動額のうち、主として、株主に帰属する部分で
ある株主資本の各項目の変動事由を報告するために作成するものである（企業会計基準第６号）。株
式会社は、剰余金を配当するとき、その都度、株主総会の決議が必要となる（会社法 454 条）。ここ
では、「その都度」とあることおよび決定機関が「株主総会」であり「定時株主総会」ではないこと
から、剰余金の配当は、分配可能額の範囲内であれば、いつでも、かつ、年に何回でも株主総会の
決議により実施することが可能と解される（手塚=稲見=西村［2007］p.42）。 
また、剰余金の配当の決定は原則として株主総会の決議に拠るが、取締役会の決議で純資産項目
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が変動する場合がある。たとえば、取締役会設置会社が金銭による中間配当をおこなう場合、一定
の監査役設置会社および委員会設置会社が自己株式の取得や損失の処理、任意積立金の積立その他
の剰余金の処分等を取締役会が決定することを定款に定めることができる。したがって、純資産項
目の計数の変動額を明らかにするとともに配当財源の開示情報として、株主資本等変動計算書の必
要性が高まったといえる。 
 
2-2. 株主資本等変動計算書の雛型 
会社計算規則は、株主資本等変動計算書等の表示方法について「株主資本等変動計算書等（株主
資本等変動計算書、連結株主資本等変動計算書及び社員資本等変動計算書をいう。）については、こ
の条の定めるところによる」と定めた（会社計算規則 127 条）（表１.参照）。 
損益計算書の末尾に「当期純利益（純損失）」が示されることになり、それ以後の項目が削除され
ることになった。また、貸借対照表には「当期純利益（純損失）」は表示されず、「繰越利益剰余金」
に含めて開示することとなった。このことから、貸借対照表と損益計算書の連携が壊れたとみるこ
ともできる。ただし、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の内訳科目として、「当期純利益（純
損失）」が表示されることから、当該計算書において「当期純利益（純損失）」をとおした連携が保
たれていると解することもできる。 
 
3. 株主資本等変動計算書の事例研究 
芝浦メカトロニクス株式会社（以下、芝浦（株）とする）は、1939 年に設立され、2007 年３月
31 日付けの資本金が 67 億円である。2006 年度の連結売上高は 746 億円、単独売上高は 581 億円で
ある。そのおもな事業内容は、フラットパネルディスプレイ、半導体、光ディスクに代表されるエ
レクトロニクスコンポ－ネンツの製造装置を製造することである（芝浦（株）［2007a］会社案内）。 
同社の株式資本等変動計算書を事例として示す理由は、当期純損失を計上している状況で繰越利
益剰余金を財源として配当を行っているためである。同社は、『第 98 期定時株主総会招集ご通知』
（芝浦（株）［2007b］総会通知）のなかで、株主への利益還元を最重要事項とすることを掲げたう
えで「剰余金の配当等の決定に関する方針」について述べている。これを要約すると以下のとおり
となる。 
①配当については業績に裏付けられた安定配当を維持していくことを基本方針としている。 
②内部留保については、将来に向けた新技術の開発や今後の事業拡大のための設備投資と研究開
発等に有効活用し、さらなる経営基盤の強化と収益力の向上に注力していく。 
③自己株式の取得も株主への利益還元施策の１つであると考えている。 
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同社はこれらの基本方針に基づき、当期の期末配当金はについては１株につき３円 50 銭とした。
なお、中間配当１株につき３円 50 銭を実施したので、当期の年間配当金は１株につき７円となる。 
配当の基本方針が「業績に裏付けられた安定配当を維持」することであるならば、当期の業績が
プラスならば配当するけれども、マイナスならば配当しないことになる。ところが、平成 18 年度は、
当期純損失 1,419 百万円を計上しているにも拘わらず配当を実施した。同社は、当期の業績に影響
されず、株主の拠出金に対する利益還元に配慮して配当したものと解される。会社法が「当期純利
益」に基づく配当政策から「繰越利益剰余金」に基づく配当財源規制に改正したことで、同社にと
っては配当政策の柔軟性が得られることになった。したがって、同社は会社法の規定にもとづいて、
平成 18 年 3 月 31 日付けの繰越利益剰余金（6,303 百万円）から 362 百万円を配当している。同社
は個別ベースの配当をおこなっていることから、同社の平成 19 年３月期の株主資本変動計算書を援
用した（表１.参照）。 
なお、同社は期の後半ではコスト低減活動や設計・生産体制の整備を図る等の経営努力により、
収益性の改善を実現している。中期経営計画の基本方針を変更し、収益性の改善に焦点を絞ってア
クションプランを実行した結果である。同社にとって、会社法の配当財源規制は、当期純損益の額
のみにとらわれることなく経営実態に即した配当財源が確保しやすいという意味からは歓迎される
ものと推察される。 
以上、芝浦（株）の株主資本等変動計算書より、平成 19 年３月期における純資産構成項目の数値
の変動が一覧できるとともに、配当の財源として繰越利益剰余金が充てられたことが明示されてい
る。また、とりわけ会社が純損失を計上している場合の配当については、その財源が明示されるこ
との重要性は高いといえる。 
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4. 株主資本等変動計算書に関する意識調査 
4-1. 株主資本等変動計算書の有益性分析 
 ここでは、会社に対するアンケート調査およびヒアリング調査の結果に基づいて、株主資本等変
動計算書の有益性を分析する。ここで用いるデータは、2007 年９月に（財）産業経理協会の会員会
社を対象に実施したものである。送付先会社数は 550 社、回答会社数は 221 社であり、回答率は
40.2％である。また、ヒアリング調査対象会社は４社である。同アンケート調査の目的は、会社法
における情報提供のための会計規制と配当可能限度額の適正な算定のための配当規制の乖離を、会
社がどのようにとらえているのかを明らかにすることである。 
アンケート調査は 13 項目で構成されており、その内容は、会社属性、会社法改正、会計規制、お
よび配当規制に関するものである（吉岡=徳前=杉山［2008］p.125）。これらの項目の中から、【問５．
開示上の改正点】、【問６．財務内容の透明性】、および【問７．計算書類間の連携】を取り上げて、
これらの項目との関連で【問 11．株主資本等変動計算書の有益性】を取り上げて株主資本等変動計
算書の有益性を分析することとする。なお、各問の単純集計結果は論文の末尾に掲載されている。 
 まず、【問５．開示上の改正点】において情報開示の拡大の観点から影響が大きかった改正点とし
て挙げられた上位３つは、個別注記表 97 社（51.1％）、事業報告 88 社（46.3％）、株主資本等変動
計算書 61 社（32.1％）である（複数回答可）。個別注記表や事業報告によって提供される情報は、
関連当事者間取引、社外役員や監査人についての記載の新設等、これまでよりも踏み込んだ内容と
なっている点で、会社サイドからは有益な情報が開示されているという認識があるものと解される。 
これら３つの項目を、【問６．財務内容の透明性】との関連で分析すると、最も情報開示の拡大に
つながったとされている「個別注記表」と比較して、「株主資本等変動計算書」は財務内容の透明
性の確保により貢献しているとみなされているのがわかる（グラフ１参照）。「株主資本等変動計
算書」は、純資産構成項目の増減が明示されるという点で会計情報としての重要性が高いと認識さ
れていることがわかる。 
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グラフ１．改正後の財務内容の透明性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、グラフ中の数値は回答会社数を示している。 
【問 11．株主資本等変動計算書の有益性】については、「利益処分計算書」が廃止され、「株主
資本等変動計算書」を作成することが義務づけられたことに関連してその有益性を調査したもので
ある。その結果、８割を超える会社が肯定的であり、否定的な回答は２割に満たなかった。【問５．
開示上の改正点】において情報開示の拡大の観点から影響が大きかった改正点として「株主資本等
変動計算書」を選択した会社を抽出し、【問 11．株主資本等変動計算書の有益性】との関連を分析
した結果、「株主資本等変動計算書」は、新規に導入された計算書として有益性が高いと認識され
ていることが明らかとなった（グラフ２参照）。 
 
グラフ２．株主資本等変動計算書の情報提供機能 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4
8
11
52
67
68
4
9
14
1
1
3
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
4 株主資本等変動計算書
8　事業報告
5 個別注記表  　
【問５】
【問６】
1.評価する 2.概ね評価する 3.あまり評価しない 4.評価しない
5 個別
8 事業報告
4 株主資本等変動計算書
4.有益でない
1社( 2%)3.あまり有益でない
7社( 11%)
2.概ね有益
 33社( 54%)
1.有益
20社( 33%)
会社法における会計情報開示の拡充 
 
205 
なお、ヒアリング調査結果からも株主資本等変動計算書の情報開示における有益性は明らかとな
っている。また、利益処分計算書が株主総会に提示する利益処分案を示すものであったのに対して、
株主資本等変動計算書は純資産項目の計数の変動状況を開示する計算書としてとらえられており、
従来の利益処分計算書に代わるものという認識では受け止められていないことがわかった。 
 
4.2. 株主資本等変動計算書の副次的効果 
【問７．計算書類間の連携】は、当期純利益（純損失）を通した貸借対照表と損益計算書の相互
関連性について調査したものである。その結果、７割以上の会社が「貸借対照表に当期純利益（純
損失）を計上しなくても不都合はない」と回答しており、「貸借対照表の概観性が損なわれた」こ
とを懸念する会社は約２割にとどまった。「その他」を選択した会社の多くは、株主資本等変動計
算書において当期純利益が表示されているので問題はないとのコメントを寄せている。 
そこで、【問 11．株主資本等変動計算書の有益性】を【問７．計算書類間の連携】との関連で分
析したところ、株主資本等変動計算書の有益性を支持している会社は、「貸借対照表に当期純利益
（純損失）を計上しなくても不都合はない」と回答する割合が高く、株主資本等変動計算書におい
て当期純利益（純損失）が表示されることによる効果を認識している結果となった（グラフ３参照）。 
 
グラフ３．株主資本等変動計算書の有益性と計算書類の連携 
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また、それと同時に、「当期純利益（純損失）」が株主資本等変動計算書の一項目として開示され
ていることから、従来の計算書類間の連携がかたちを変えて保たれていることを認識している結果
と解される。これは、株主資本等変動計算書の情報開示機能の副次的効果ともいえるものである。 
 株主資本等変動計算書は主要な計算書類のひとつであることから、それ自体の有益性および財務
内容の透明性確保の観点からの評価、そして貸借対照表と損益計算書との連携から多角的に分析し
た。その結果、新規に導入された計算書として上記のいずれの観点からもその有益性が高く評価さ
れていることが明らかとなった。当該計算書においては、純資産項目の計数の変動が明示されるこ
とにより、配当財源に関する情報を開示する点で有効な会計情報といえる。また、株主資本等変動
計算書において繰越利益剰余金の内訳科目として開示されることとなった「当期純利益（純損失）」
は、ここにおいて損益計算書との連携の形跡を残しているともいえる。 
 
結論 
会社には、さまざまなステイクホルダーの利害の対立が存在する。株主と債権者、大株主と少数
派株主の利害の対立は典型例であり、それぞれに保護されるべき利益が損なわれることのないよう
制度により規制される必要がある。会社法は、会社の財務内容を開示する規定を設けるとともに会
社計算規則において規制している。また、会社法に基づく会計処理については「一般に公正妥当と
認められる企業会計の慣行」に従って実施されることを定めることにより、会社法の趣旨に反しな
いかぎり実務を尊重することとした。 
会社法において会計情報の開示が拡充されたことから、計算書類のひとつとして新たに導入され
た「株主資本等変動計算書」を取り上げて、理論的考察と実証的考察からその有益性を検討した。 
会社法は、分配可能額の範囲内であれば、いつでも何度でも剰余金の配当を可能にした。また、
剰余金の配当の決定は原則として株主総会の決議に拠るが、取締役会の決議で純資産項目の金額が
変動する場合がある。したがって、純資産の部の一会計期間における変動額のうち、主として、株
主に帰属する部分である株主資本構成項目の金額の変動事由を報告するために株主資本等変動計算
書の必要性が高まったといえる。剰余金の配当に関する規制が大幅に緩和されたことからも、会計
情報の開示は重要な意味を持つといえる。 
事例研究およびアンケート調査分析の結果からも、株主資本等変動計算書が純資産項目の計数の
変動額を明らかにするとともに、配当財源の開示情報としてその有益性が高く評価されていると結
論づけられる。また、株主資本等変動計算書において「当期純利益（純損失）」が開示されることに
より、損益計算書との連携が保たれるという副次的効果も認識されていることがわかった。 
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アンケート調査集計結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記アンケート項目については、吉岡＝徳前＝杉山［2008］において詳述されている。 
 
（2008 年１月８日受理） 
【問５】 会社法決算関係書類によって情報開示の拡大につながる等、影響が大きかった改正点はどれですか（複数回答可）。
選択肢
1.会社の種類 2.貸借対照表の変更 3.損益計算書の変更 4.株主資本等変動計算書 5.個別注記表
190社 0社(0.0%) 7社(3.7%) 3社(1.6%) 61社(32.1%) 97社(51.1%)
6.附属明細書の変更 7.連結計算書類の変更8.事業報告 9.臨時計算書類 10.監査制度の変更
8社(4.2%) 12社(6.3%) 88社(46.3%) 0社(0.0%) 4社(2.1%)
【問6】会社法の成立により、情報提供機能が拡充したことによる財務内容の透明性の高まりについてどのようにお考えですか。
1. 評価する　　2. 概ね評価する　　3. あまり評価しない　　4. 評価しない
選択肢
1.評価する 2.概ね評価する 3.あまり評価しない 4.評価しない
219社 23社(10.5%) 155社(70.8%) 36社(16.4%) 5社(2.3%)
【問７】 貸借対照表と損益計算書の当期純利益(純損失)を通した連携の関係について、妥当と思われる項目をお選び下さい。
1.貸借対照表の概観性が損なわれた。
2.貸借対照表に当期純利益(純損失)を計上しなくても不都合はない。
3. その他(                                                                                                    )
選択肢
1.概観性の喪失 2.不都合がない 3その他
218社 50社(22.9%) 153社(70.2%) 15社(6.9%)
【問11】 「利益処分計算書」に代わるものとしての「株主資本等変動計算書」の有益性について、どのようにお考えですか。
1. 有益である  　2. 概ね有益である  　3. あまり有益でない  　4. 有益でない
選択肢
1.有益である 2.概ね有益である 3.あまり有益でない 4.有益でない
221社 51社(23.1%) 126社(57.0%) 40社(18.1%) 4社(1.8%)
回答会社数 
回答会社数 
回答会社数 
回答会社数 
